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２０２６年７月度 製造請負・派遣事業動向調査結果 
 

一般社団法人 日本ＢＰＯ協会は、製造請負・派遣業の事業主団体として、会員企業を対象に 

製造請負・派遣業に関する業況判断等について四半期ごとに定期調査を実施しております。 

 ２０１１年４月に第１回を実施し、今回で６２回目となります。 

２０２６年７月度の調査結果を下記のとおり取りまとめました。 

 

業況判断ＤＩはプラス１２と前期比４ポイント上昇 
  

～業況判断ＤＩは今回上昇に転じた。人材確保は厳しい状況が続く。～ 

 
 

【調査結果のポイント】  
１．業況判断等   

(1) ２０２６年７月度調査の業況判断ＤＩ（「良い」と回答した企業の割合から「悪い」と回

答した企業の割合を引いた数値）はプラス１２で、２０２６年４月度調査（プラス８）を

４ポイント上回っている。 

先行き（３か月後）の業況判断ＤＩはプラス１４となっている。 

(2) 取引先数判断ＤＩ（「増加」と回答した企業の割合から「減少」と回答した企業の割合を

引いた数値）はプラス２４で、２０２６年４月度調査（プラス２６）を２ポイント下回っ

ている。 

先行き（３か月後）の取引先数判断ＤＩはプラス３９となっている。 

(3) 雇用人員判断について、スタッフ社員判断ＤＩ（「不足」と回答した企業の割合から「過

剰」と回答した企業の割合を引いた数値）はプラス９４で、２０２６年４月度調査（プラ

ス９０）を４ポイント上回った。 

また、プロパ社員判断ＤＩはプラス５６で、２０２６年４月度調査（プラス４８）を 

８ポイント上回っている。 

先行き（３か月後）のスタッフ社員判断ＤＩはプラス９５となっている。 
 

※用語の説明 

【スタッフ社員】：製造業務等に直接従事する労働者 

【プロパ社員】 ：製造業務等には直接従事しないで、営業部門や管理部門等、間接業務に 

                   従事する労働者 

※ＤＩ値について 

 本調査におけるＤＩとは、各調査項目についての判断の状況を示す。例えば、業況判断 

ＤＩは、ゼロを基準として、プラスの値は業況の上向き傾向を表す回答の割合が多いこと 

を示し、マイナスの値は業況の下向き傾向を表す回答の割合が多いことを示す。 

 

２．売上額・雇用人員 

(1) 回答企業の２０２６年４～６月期売上額の対前年同期比増減率は７．７％増であった。 

(2) 回答企業の２０２６年６月３０日現在の雇用人員数は１６２，７５０人であった。 

一般社団法人日本ＢＰＯ協会 



2 

 

【調査の概要】 

１．調査の目的  

四半期ごとに、会員企業の製造請負・派遣業に関する業況判断、売上げ動向、雇用人員

等の事項について調査することにより、製造請負・派遣業の現状を明らかにし、事業運営

に役立てるとともに、取引先はじめ関係の皆さまに業界の実情をご理解いただくことを目

的とする（２０１１年４月から調査開始）。 

２．調査時期 

この調査は、２０２６年６月３０日現在の状況について、２０２６年７月１４日から 

７月２８日に実施した。 

３．調査の対象 

当協会の正会員（８４社）を対象とした。回答企業数６３社、回答率７５．０％。 

４．結果表 別紙 

 

【結果の概要】 

１．業況判断等 

(1) 業況判断 

２０２６年７月の業況判断ＤＩ（「良い」と回答した企業の割合から「悪い」と回答し

た企業の割合を引いた数値）はプラス１２で、２０２６年４月度調査（プラス８）を 

４ポイント上回った（図１）。業況判断ＤＩは、今回は上昇に転じた。 

判断材料としては、生成ＡＩ向け需要が加速する半導体分野の好調や、自動車関連をは

じめ幅広い業種からの人材需要が拡大している。一方で、自動車本体の生産調整等の影響

が一部で残っている。人材面では深刻な採用難や定着率悪化による人手不足が響き、多く

の企業で業績の伸び悩みが継続している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【最近の業況】の判断例 （調査票の「業況判断の理由」欄から抜粋） 

・自動車業界は中東情勢の動向に加え、ＥＶ市場の成長鈍化や中国市場での競争激化を背

景に、生産計画の見直しや稼働調整が一部で継続。慎重な事業運営が続いている。 

・半導体業界、電子部品業界は生成ＡＩ向け需要の拡大を背景に、先端半導体やＡＩサー

バー関連を中心として好調を維持。設備投資も活発化しており、高性能電子部品や周辺

部材にも需要拡大が波及するなど、業界全体で成長基調が一段と鮮明に。 

・一部半導体製造関係では、高い稼働率で推移している。継続している輸送機器関係の一

部休業は、縮小傾向であったが、生産台数は減少傾向にある。 

・ＡＩサーバー向けの需要が旺盛であり、半導体及び電子部品関連取引先は増産に向けた

準備段階にある。 

・取引先（自動車産業を含む幅広い業種）からオーダーを頂けている状況。 

 

・人材需要は半導体関連を中心に先端技術者や技能工の採用ニーズが引き続き高水準で推

移。一方で、労働市場全体の人手不足を背景とした採用難や人材獲得競争は依然として

継続中。 

・顧客需要は引継ぎ安定しているが、採用面での苦戦が改善出来ていない。 

・特に日本人の人材不足が顕著で、オーダーに対応できていない取引先も多い。 

・日本人労働者の確保難な状況に対して、外国人労働者の活用を行っているが、年々外国

人労働者も確保が難しくなっているとともに、外国人労働者の定着面も依然として課題

になっており、最近の業況はほぼ横ばいである。 

・外国人（技人国）の在留資格更新が不許可になる事もあり、帰国者（退職者）が出てし

まっている。特定技能やＢＰＯに切替え提案を行うも、有効な提案になっていない。 
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（図１）製造請負・派遣業況判断ＤＩの推移

 

先行き（３か月後）の業況判断ＤＩはプラス１４であり、最近の業況判断（プラス１２）

を２ポイント上回っている。 

判断材料としては、半導体・電子部品分野では生成ＡＩやデータセンター需要の拡大を背

景に好調を維持している一方、中東情勢に伴う原油高やナフサ不足、米関税政策などによる

生産調整や不透明感がみられる。人材面では、集客難や賃金上昇（派遣単価の増額）、離職な

どによる深刻な人手不足が継続しており、需要があっても収益悪化や成長の抑制要因となっ

ている状況がみられる。 

【先行きの業況】の判断例 （調査票の「業況判断の理由」欄から抜粋） 

・自動車業界は米国の関税政策やＥＶ市場の成長鈍化、中国市場での競争激化などを背景に、

生産計画は慎重な運営が続き、一部で稼働調整が継続、半導体業界は生成ＡＩ関連需要や

データセンター向け投資が引き続き堅調に推移し、先端半導体や製造装置を中心に好調な

生産を維持、電子部品業界も半導体需要の拡大を背景に、高性能部品を中心として好調な

生産を維持すると予測。 

・一部の電気機器、半導体製造関係で増産計画があり、他業種でも一時的な増産計画がある。 

・ＡＩ関連自体は好調なものの、中東情勢による先行き不透明感が強く、海峡封鎖が長引く

と影響が出てくる可能性が高い。 

・解決に向かうと思われたイラン情勢に再び陰りが見え始めており、状況次第では原油高や

ナフサ不足等の影響で更に国内経済に大きな影響が出る可能性があり、予断を許さない状

況。 

・原材料高に起因するコスト圧迫から取引先が一時的な生産調整を挟む可能性は否定できな

いが、中長期的な受注見通しは安定している。 

 

・人材需要は半導体関連を筆頭に各分野一定数の要員が発生するが、労働市場全体の人手不

足を背景とした採用における困難な状況も継続すると予測する。 

・新規採用は低調のまま推移すると思われる。熊本地震の影響があると思うが、現時点では

明確になっていない。 

・人員不足解消に向けた取組みは動き出しているが、明確に効果が出るのはまだ先の想定。 

・日本人・外国人ともに人材確保難な状況は依然として続いており、業況の先行きはまだま

だ厳しい見込みである。 

・人材不足から派遣単価を増額する派遣先も増えているが、人材の絶対数は増えていない。 

(2) 取引先数判断 

２０２６年７月の取引先数判断ＤＩ（「増加」と回答した企業の割合から「減少」と回

答した企業の割合を引いた数値）はプラス２４で、２０２６年４月度調査（プラス２６）
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を２ポイント下回った。 

先行き（３か月後）の取引先数判断ＤＩは、プラス３９となっている。 

 

(3) 雇用人員判断 

① スタッフ社員 

２０２６年７月のスタッフ社員判断ＤＩ（「不足」と回答した企業の割合から「過剰」

と回答した企業の割合を引いた数値）はプラス９４で、２０２６年４月度調査（プラス 

９０）を４ポイント上回っている。 

先行き（３か月後）のスタッフ社員判断ＤＩはプラス９５となっている。 

 

（図２）スタッフ社員判断ＤＩの推移 

 
 

② プロパ社員 

２０２６年７月のプロパ社員判断ＤＩ（「不足」と回答した企業の割合から「過剰」と

回答した企業の割合を引いた数値）はプラス５６で、２０２６年４月度調査（プラス４８）

を８ポイント上回った。 

先行き（３か月後）のプロパ社員判断ＤＩはプラス５５となっている。 

 

２．売上額・雇用人員 

(1) 売上額 

回答企業６３社の２０２６年４～６月期売上額の対前年同期比増減率は７．７％増であ

った。 

回答企業の規模別でみると、Ａ群（売上高１０億円以上）が７．７％増、Ｂ群（売上高

１０億円未満）が７．７％増となっている。 

会員企業の売上額の対前年同期比増減率の分布をみると、０～９％増が４２．９％で最

多となっており、次いで、０～９％減が２２．２％、１０～１９％増が１４．３％となっ

ている。増減率がプラスとなった企業割合は、６８．３％であった。 

 

(2) 雇用人員 

回答企業６３社の２０２６年６月３０日現在の雇用人員数は１６２，７５０人であった。 

内訳を見ると、スタッフ社員が１５３，２５６人で、雇用人員全体の９４．２％を占め

ている。スタッフ社員の内訳は、労働者派遣により就業する社員が１２６，３１３人（ス

タッフ社員全体の８２．４％）、請負等の現場に就業する社員が２６，９４３人（同１７．

６％）となっている。 

プロパ社員は９，４９４人、総労働者のうち外国人労働者は２６，９０５人となってい

る。 

 

以上 



（別紙）

（1）業況判断 （％ポイント）

最近 先行き 最近 先行き
変化幅 変化幅

良い 25 18 29 4 29 0
さほど良くない 64 64 64 0 64 0

28 悪い 11 18 7 -4 7 0
(28) 業況判断ＤＩ 14 0 22 8 22 0

良い 18 18 23 5 23 0
さほど良くない 67 61 60 -7 63 3

35 悪い 15 21 17 2 14 -3
(33) 業況判断ＤＩ 3 -3 6 3 9 3

良い 21 18 25 4 25 0
さほど良くない 66 62 62 -4 63 1

63 悪い 13 20 13 0 11 -2
(61) 業況判断ＤＩ 8 -2 12 4 14 2
（注） 1．「良い」、「さほど良くない」及び「悪い」の各数値は、　回答社数に占めるそれぞれの回答割合（％）を示す。

2．「業況判断ＤＩ」は、「良い」（回答社数構成比）－「悪い」（回答社数構成比）。

　　（以下、取引先数判断及び雇用人員判断についても同様。）

3．「最近」は回答時点を、「先行き」は3ヵ月後を示す。
4．「最近」の変化幅は、前回調査の「最近」との対比。「先行き」の変化幅は、今回調査の「最近」との対比。
5．規模区分は2026年1～3月期の売上げ額が10億円以上の企業をＡ群、10億円未満の企業をＢ群とした。
6．社数欄は2026年7月調査の回答企業数、カッコ内の数値は2026年4月調査の回答企業数を表す。

7．全ての回答割合は四捨五入を行っているため、必ずしも合計が100％にならない。

（2）取引先数判断 （％ポイント）

最近 先行き 最近 先行き
変化幅 変化幅

増加 32 32 32 0 32 0
ほぼ同じ 68 64 68 0 68 0

28 減少 0 4 0 0 0 0
(28) 取引先数判断ＤＩ 32 28 32 0 32 0

増加 21 30 26 5 49 23
ほぼ同じ 79 64 66 -13 49 -17

35 減少 0 6 9 9 3 -6
(33) 取引先数判断ＤＩ 21 24 17 -4 46 29

増加 26 31 29 3 41 12
ほぼ同じ 74 64 67 -7 57 -10

63 減少 0 5 5 5 2 -3
(61) 取引先数判断ＤＩ 26 26 24 -2 39 15

1）スタッフ社員 （％ポイント）

最近 先行き 最近 先行き
変化幅 変化幅

不足 96 93 96 0 96 0
適正 4 4 4 0 4 0

28 過剰 0 4 0 0 0 0
(28) スタッフ社員判断ＤＩ 96 89 96 0 96 0

不足 85 88 91 6 94 3
適正 15 12 9 -6 6 -3

35 過剰 0 0 0 0 0 0
(33) スタッフ社員判断ＤＩ 85 88 91 6 94 3

不足 90 90 94 4 95 1
適正 10 8 6 -4 5 -1

63 過剰 0 2 0 0 0 0
(61) スタッフ社員判断ＤＩ 90 88 94 4 95 1

製造請負・派遣事業動向調査　結果表－2026年7月度調査

一般社団法人日本BPO協会

1．判断項目

規模区分
社数

区分
2026年4月調査 2026年7月調査

A群

Ｂ群

合計

区分
2026年4月調査 2026年7月調査

規模区分
社数

A群

Ｂ群

合計

（3）雇用人員判断

区分
2026年4月調査 2026年7月調査

規模区分
社数

A群

Ｂ群

合計



 2）プロパ社員 （％ポイント）

最近 先行き 最近 先行き
変化幅 変化幅

不足 75 61 68 -7 68 0
適正 21 36 32 11 29 -3

28 過剰 4 4 0 -4 4 4
(28) プロパ社員判断ＤＩ 71 57 68 -3 64 -4

不足 30 39 46 16 49 3
適正 67 58 54 -13 51 -3

35 過剰 3 3 0 -3 0 0
(33) プロパ社員判断ＤＩ 27 36 46 19 49 3

不足 51 49 56 5 57 1
適正 46 48 44 -2 41 -3

63 過剰 3 3 0 -3 2 2
(61) プロパ社員判断ＤＩ 48 46 56 8 55 -1

（1）2026年4～6月期の売上額に関する対前年同期比増減率
Ａ群 Ｂ群 合計
28 35 63

7.7% 7.7% 7.7%
20%～ 7.1% 14.3% 11.1%

10%～19% 14.3% 14.3% 14.3%
0%～9% 60.7% 28.6% 42.9%

▲0%～▲9% 17.9% 25.7% 22.2%
▲10%～▲19% 0.0% 17.1% 9.5%
▲20%～ 0.0% 0.0% 0.0%

（2）雇用人員

労働者数
（人）

構成比
（％）

労働者数
（人）

構成比
（％）

労働者数
（人）

構成比
（％）

94.2% 93.7% 94.2%

(100%) (100%) (100%)

77.3% 80.4% 77.6%

(82.1%) (85.8%) (82.4%)

16.9% 13.3% 16.6%

(17.9%) (14.2%) (17.6%)

8,560 5.8% 934 6.3% 9,494 5.8%

148,013 100.0% 14,737 100.0% 162,750 100.0%

24,312 16.4% 2,593 17.6% 26,905 16.5%
（注） 構成比のうち（）内は、スタッフ社員数に占める労働者派遣により就業する社員数及び請負等の現場に就業

する社員数の割合を表す。

以上

126,313

合計

2．四半期項目

区分
2026年4月調査 2026年7月調査

規模区分
社数

A群

Ｂ群

24,988

114,465

1,955 26,943

企業数
対前年同期比増減率

2026年6月30日現在

労働者の属性

Ａ群 Ｂ群 合計

　スタッフ社員数 139,453 13,803 153,256

11,848

　　うち、外国人労働者数

増
減
率
分
布

（
構
成
比

）

規模区分

請負等の現場に
就業する社員数

労働者派遣により
就業する社員数

　プロパ社員数

総労働者数


